










































2011 年 4 月には地域政策学部が新設された。地域社会
に貢献する人材育成や研究に取り組む本学の伝統は、「地
域を見つめ、地域を活かす」を理念とする同学部に集約
して引き継がれている。また、大学としての地域連携窓
口として、新たに地域連携室を 2012 年４月に設置し、
現在では、地域連携に関する取り組みは、同窓口を通じ
て学内部局間で調整されている。地域連携の主眼を三遠
南信地域に引き続き置きつつも、新名古屋校舎開校に伴
う地域連携先の拡大を視野に入れての対応である。
このような経過をふまえつつ、2013 年度からのセン
ターのあり方について検討した結果、文部科学省の共同
利用・共同研究拠点としての認定を新センターとして
申請することとなった。そして、３度目の幸いとして、
2013 年度からの６年間、越境地域政策研究の同拠点と
しての認定を受けることになったのである。新センター
としての出発には、少なくとも次の２つの役割が託され
ている。第１に、三遠南信地域のみならず、日本全国の
同様の他地域についても研究を進め、特に県境を跨いだ
地域連携の重要性を今後の国土形成との関係において明
らかにするという点である。その意味では、新センター
は境界を跨いだ地域連携そのものを研究対象とする機関
であるのに対して、それまでのセンターは、どちらかと
いえば三遠南信地域を対象として地域連携を進める機関
であった、といえよう。２つ目は、それまでのセンター
においても、海外の事例の研究が進められていたが、新
センターでは、それをさらに進め、行政境界を超えた地
域形成のあり方についてのグローバルな貢献を目指すと
いう役割である。日本での研究拠点になるにとどまらず、
海外、世界に対してもその成果を発信し、国際共同研究
や海外での人材育成を深めることが求められている。
この度創刊される『紀要』は、こうした期待にどこま
で応えているかを定期的にご理解いただく場でもある。
ぜひ多くの読者を得て、越境地域政策について活発な議
論が国内外を問わず展開されていくことを大いに期待し
たい。
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